　企業という要素を考えてみる。関西における産業の特化等は次章で明らかにするとして、ここでは表面的に見た関西の企業について述べてみたい。
まず関西・関東・中部の産業別の企業数について考察していく。図２－a,b,cを見てみると、中部地府だけが異なっていることがわかる。どの業種の割合もほぼ同じでバランスの良い構成となっているのである。製造業が10％で最も高い割合になってはいるものの大差はないといえる。対して関西と関東の業種構成であるが、突出している業種が建築業、製造業、卸売小売業、サービス業となっており、非常に似ている。関西と関東で違いを挙げるとすれば、製造業の割合だろう。関西における製造業の企業は関西全体の22％で、この値は関東に比べると大きい。企業数から考えると関西は他と比べて製造業の強い地域であるといえる。また、産業別売上高にも触れておく。平成18年度時点の業種別売り上げを見てみると、関西では主に製造業(26％)、サービス業(22％)、卸売小売業(15％)、不動産業(13％)である。対して、関東はサービス業(26％)、製造業(19％)、卸売小売業(16％)、不動産業(14％)となっており企業数同様、関西と関東では同じような傾向にあることがわかる。中部地方は企業数同様全ての産業が同程度の割合を占め、他の２地域とは違った特徴を持っていた。ここでこれら三地域の違いを比べることで関西の特徴を見つけたいと思う。それは製造業の占める割合の多さだろう。特に関西の売上高の四分の一以上を製造業が占めている。これは他の地域と比べても群を抜いて高い比率であり、製造業は関西では重要な産業であるといえる。この理由として、関西地域の中でも特に大阪に中小企業や下請け企業が集まっていることが挙げられる。大阪府内には全国の約9％にあたる955社の中小企業が立地し、そのうちの70％近くが製造業を行っているというデータもある。上記のように関西の産業の特徴は製造業に依存する割合が多いということであり。製造業への支援は非常に必要不可欠なものであるといえる。
図２－a 平成18年度関東地方の企業数産業別比率(統計局より作成)
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図２－b平成18年度中部地方の企業数産業別比率(統計局より作成)
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図２－c平成18年度関西地方の企業数産業別比率(統計局より作成)
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また、関西の企業の最近の傾向の一つに東京への移転が挙げられる。2007年版関西経済白書によると、大阪府内に本社を置く資本金100億円以上のいわゆる大企業の数は、2000年の181社をピークに2004年には150社にまで減少している。この本社移転は1960年の時点ですでに総合商社や金融機関で進んでおり、1985年以降はサービス業や製造業などでも流出が始まった。移転が進む原因として、東京における「市場と販売先の近接性」、「官庁との近接性」、「メディアとの近接性」それぞれの優位性が挙げられる。さらに企業業績が低迷する中で企業再編成が進み企業合併などが進んだことも原因であるだろう。このような東京への移転の流れの他にも武田薬品の神奈川への研究所移転、ダイセル化学工業の広島への工場移転など関西以外に分散する流れもある。過去に関西ベースの銀行が様々な企業が関東に移転することで融資先を失い、結果関西ベースの銀行も関東に移転するということがあった。つまり、企業の関西離れはそれに関連する企業など、新たな企業の関西離れを生み出すという悪循環を生み出すのである。
　企業の倒産という面をみてみよう。東京商工リサーチによると、平成19年度の全国の企業倒産件数は14,091件であった。内訳は関東圏が4,675件、関西圏が3,885件であった。また、自動車産業の持続的発展に伴うためか中部地方の倒産件数は1496件と少なくなっている。関西と関東の倒産件数の差は800件ほどであるのだが、関東と関西では域内総生産も企業数も2倍以上の開きがあるのである(表1)。このことを考えると関西の倒産件数は多いといわざるを得ない。関西における倒産率は非常に高いのである。この倒産率の高さとそれに伴う失業率の高水準による景気の悪化も関西経済の衰退の原因であると考えられる。
	【表1】関西と関東の倒産件数
	　

	　
	倒産数(平成19年)
	域内総生産(平成16年)
	企業数

	関東
	4,675
	191,484,088
	25万1788社(平成18年)

	関西
	3,885
	82,851,504
	11万1397社


　次にベンチャー企業を考察する。やはりという結果かもしれないが、日経ベンチャー企業年鑑2004より作成した表２を参照するとベンチャー企業の40％以上は関東にあることが分かる。特に東京には全国のベンチャー企業の30％近くがあり、ベンチャー企業においても東京への集中があるということがいえる。一方関西地方にも中部地方を上回る約20％のベンチャー企業が分布している。それでもやはり関東の半分程度しかない。それを反映してか、ベンチャーキャピタルの件数は圧倒的に東京に偏っている。ベンチャー企業数と同じく日経ベンチャー企業年鑑2004によると全国のベンチャーキャピタルの内60％近くが東京に立地している。

　企業についてここまで述べてきたが、関西が政策として行うべきことは、１東京への移転を防ぐ、２全国的に多い倒産の件数を減らす、３ベンチャー企業に対する支援を手厚くする、の３つである。これらの政策を積極的に行うことで関西の再生に繋がるのではないだろうか。
	【表2】主要なベンチャー企業数（日経ベンチャー企業年鑑2004より）
	　

	　
	合計
	都道府県名
	数
	割合

	関東
	983
	茨城
	25
	1.1%

	　
	42.4%
	栃木
	21
	0.9%

	　
	　
	群馬
	18
	0.8%

	　
	　
	埼玉
	61
	2.6%

	　
	　
	千葉
	62
	2.7%

	　
	　
	東京
	662
	28.5%

	　
	　
	神奈川
	121
	5.2%

	　
	　
	山梨
	13
	0.6%

	関西
	454
	福井
	18
	0.8%

	　
	19.6%
	滋賀
	30
	1.3%

	　
	　
	京都
	73
	3.1%

	　
	　
	大阪
	224
	9.7%

	　
	　
	兵庫
	68
	2.9%

	　
	　
	奈良
	20
	0.9%

	　
	　
	和歌山
	21
	0.9%

	
	2003年　ベンチャービジネス調査より作成

	※割合は調査への回答があった企業2319社に占める割合








